
復興防災ＤＸ研究会（第６回） 

 

日時：令和７年 11月６日（木） 

 10時 00分から 12時 00分 

場所：県庁 ４－１会議室（４階）  

 

次     第 

 

１ 開   会 

 

２ 出席者紹介 

 

３ 内   容 

（１）報 告 

「災害時ドローン導入マニュアル（プロトタイプ版）」の更新の方向性について 

「いわて防災ＤＸ展（仮称）」の開催予定について 

 

（２）議 題 

   避難者把握システムの実装について 

論点①：収集するデータと活用方法について 

論点②：導入スキームについて 

 

４ 閉  会 

 

 

 

 

 

 



 

復興防災ＤＸ研究会（第６回） 出席者名簿 
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岩手大学 地域防災研究センター 客員准教授 中村 吉雄 欠 席 

盛岡市 総務部 危機管理防災課 課長 新井田 昌幸 欠 席 

宮古市 危機管理監 危機管理課 課長 山崎 正幸 オンライン 

岩手県社会福祉協議会 事務局次長兼総務部長 斉藤 穣 欠 席 

いわて NPO 災害支援ネットワーク 

（認定 NPO 法人フードバンク岩手） 

理事（副理事長・事務

局長） 
阿部 知幸 オンライン 

いわて NPO 災害支援ネットワーク 

（NPO 法人クチェカ） 
会員（理事・事務局長） 鈴木 悠太  

県 ふるさと振興部 科学情報政策室 ＤＸ推進専門官 泉川 憲一郎  

 

○事務局（県） 

所属 職名 氏  名 備  考 

復興防災部 部長 大畑 光宏  

復興防災部 復興危機管理室 副部長兼復興危機管理室長 北島 太郎  

復興防災部 復興危機管理室 総括危機管理監 石川 一行  

復興防災部 復興危機管理室 主任 福田 晃子  

復興防災部 復興危機管理室 主事 米田 聖程  

復興防災部 復興くらし再建課 被災者生活再建課長 太田 栄時  

復興防災部 復興くらし再建課 主任主査 中嶋 由紀  

復興防災部 復興くらし再建課 主任 鈴木 真耶  

復興防災部 防災課 主事 前田 遥紀  
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１

本資料の内容

（１）報告

「災害時ドローン導入マニュアル（プロトタイプ版）」の更新の方向性について（資料No.1）

「いわて防災ＤＸ展（仮称）」の開催予定について（資料No.２）

（２）議題

避難者把握システムの実装について

論点①:収集するデータと活用方法について（資料No.3）

論点②:導入スキームについて（資料No.4）

参考資料

・ 市町村アンケート

・ 実証実験の内容と結果

・ 令和７年度 防災ＤＸに係る本県の取組について（第５回研究会資料）

・ 研究の方向性（第５回研究会資料）



「災害時ドローン導入マニュアル（プロトタイプ版）」更新の方向性について

令和7年3月末に公開した「災害時ドローン導入マニュアル（プロトタイプ版）」 について、
下記のとおり国動向を踏まえ、公開予定

• 令和7年9月、総務省消防庁は災害情報の伝達手段として、
ドローンの活用を自治体に促していく方針を固めた旨、報道。

• 年度内に災害情報伝達のガイドライン（指針）にドローンの項目を
設ける予定とのこと。

■背景

■国の直近の動き

（参考）更新版 概要

• 対象者 :市町村職員
• ページ数:全35ページ程度予定
• 公開日 :令和８年3月頃予定

■公開時期

国の動向を踏まえ、年度末（3月頃）に県ホームページでの
公開を目指す

（開催済）
• 令和7年 9月 第1回「災害情報伝達手段としてのドローン活用に関する検討会」※を開催

※防災行政無線等の課題についてドローンによる解決を図る
• 令和7年10月 第2回 同検討会を開催

（開催予定）
• 令和8年 1月 第3回 同検討会を開催予定
• 令和8年 2月 第4回 同検討会を開催予定

（参考）プロトタイプ版 概要

• 対象者:市町村職員
• ページ数:

全14ページ（表紙含む）
• 公開日:令和7年3月31日

２

資料No.1



「いわて防災ＤＸ展（仮称）」の開催予定について

令和7年1月に実施した「いわて防災DXセミナー」に引き続き、令和５年度から３年間実施した復興防災
DX研究会の成果の県内波及を目的として、避難者把握システムやドローンの実証成果報告・操作体験、防
災DXに関連した講演等を行う「いわて防災DX展（仮称）」の開催を検討中

・実施時期:1月下旬の２日間（予定）
・実施場所:盛岡市内（予定）
・対象:自治体職員、学生等一般の方

参考:昨年度チラシ

３
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４

本資料の内容

（１）報告

「災害時ドローン導入マニュアル（プロトタイプ版）」の更新の方向性について（資料No.1）

「いわて防災ＤＸ展（仮称）」の開催予定について（資料No.２）

（２）議題

避難者把握システムの実装について

論点①:収集するデータと活用方法について（資料No.3）

論点②:導入スキームについて（資料No.4）

参考資料

・ 市町村アンケート

・ 実証実験の内容と結果

・ 令和７年度 防災ＤＸに係る本県の取組について（第５回研究会資料）

・ 研究の方向性（第５回研究会資料）



論点①:収集するデータと活用方法

応急仮設住宅
供与段階以降

避難所閉鎖検討
～ 応急仮設住宅供与段階発災直後～避難所運営平時

避難生活中受付

避難所外
避難報告

退所

D

避難者

A B

避難所外避難者避
難
者
把
握
シ
ス
テ
ム

被
災
者
台
帳
シ
ス
テ
ム

C

① 基本４情報
・氏名
・住所
・生年月日
・性別

② 電話番号（追加済）
③ 要配慮情報

・要介護認定
・障がい者手帳（三障がい）
・妊産婦、アレルギーをお持ちの方、
・その他（自由記載）
・なし

④ 家族・同行者情報
⑤ 本人同意の有無
 （外部提供、安否確認）
（個人情報保護法27・69条関係）

事前登録 避難所・避難所外 帰住地・移転先

 民間団体（社協・NPO等）への支援情報の提供（市町村等を通じて）
 避難者（在宅避難者も含む）の把握、要配慮情報・支援ニーズの記録・支援情報の周知

 アウトリーチ（個別訪問等）等で未登録者を発見したら登録（支援ニーズ等）

災害ケースマネジメントの実施

被災者台帳

A DCB

双方向コミュニケーションアプリで避難者にアン
ケートを送り、支援を要する人の情報を集積
例）健康管理、家屋被害（自宅に帰れそうか）、

何か困っていることはないか（家計、心身など）
※ 避難者の反応が返って来やすいよう、質問の

内容や数などの設計については考慮が必要

 罹災証明書発行

支援を要する人（見込み含む）の情報を反映

避難所外
避難終了

帰住地・移転先の把握

情報の参照・更新

５
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論点②:導入スキーム（避難者把握システム 導入コスト比較）

広域連携型の場合はコストを低く抑えられ、市町村個別型の場合は地域の実情に応じた運用が可能である。

市町村個別型広域連携型

デメリットメリットデメリットメリット観点
 広域避難時に同じシステムを使

えない可能性がある
 自分の地域のやり方で安心して

使える
 地域ごとの工夫が反映されにくい

システムが止まると広域で使えな
い

 どの避難所でも同じ画面で操
作できる住民目線

 市町村ごとにやり方がバラバラに
なる

 他の自治体と情報共有がしづら
い（技術的にも簡単に確認でき
る状態になっていない）

 地域の実情に応じて柔軟に運用
できる
改善や修正がすぐできる
既存システムともつなげやすい

 現場の事情に細かく合わせにくい
 改善に時間がかかる

障害があると広域で止まるリスク

 設計・運用・トラブル対応を
代表者がまとめて行える

 応援職員がどこでも同じ手順
で動ける

 広域的な情報を収集しやす
い

運用

 全体では費用が高くつく 必要な自治体だけ導入できる
（選択制）

 利用する自治体間の負担割合
の整理が必要

 全体の費用を大幅に減らせ
る費用

 広域全体でそろえるのが難しく、
バラつきが出る

 地域の事情に合わせた機能追加
や改善がしやすい

 市町村ごとの設計が難しい 修正すれば、広域全体に反
映できる拡張・変更

資料No.4

６
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本資料の内容

（１）報告

「災害時ドローン導入マニュアル（プロトタイプ版）」の更新の方向性について（資料No.1）

「いわて防災ＤＸ展（仮称）」の開催予定について（資料No.２）

（２）議題

避難者把握システムの実装について

論点①:収集するデータと活用方法について（資料No.3）

論点②:導入スキームについて（資料No.4）

参考資料

・ 市町村アンケート分析

・ 実証実験の内容と結果

・ 令和７年度 防災ＤＸに係る本県の取組について（第５回研究会資料）

・ 研究の方向性（第５回研究会資料）



【参考】市町村アンケート分析

８

導入希望:市町村の約６割は判断に必要な条件がまだ整っておらず、導入可否の判断に至っていない。

541,465 

11

447,269 

16

123,993 
5

市町村人口（参考）

 速やかな事務処理が可能であれば導入したい
 避難所運営の効率化を図るため、導入を検討中
 紙での避難者把握には限界があるため
 被災者の情報について避難所間で容易に共有できるため。
 先日の大船渡市での実証試験の記事を見た際に好意的な意見があったため
 予算面および使いやすいものを希望したい

１ 運用体制
 環境整備、体制等が整うまでは要検討（迅速かつ省スペース、誰がやるのか）
 LINEのセキュリティに不審なところがある。他のシステムとの整合性があるのか。
２ コスト
 システムは効果的であると考えているが、財政負担が困難。
 運用に附随する機器等に係る費用次第。
３ 住民の利用
 高齢者が多く、システムの利用が困難
 登録者数を増やす施策が示されてから考えたい。
４ その他
 人口が少ないので、システムを使う必要性が低い
 導入のメリット及びデメリット、他の自治体の取り組み事例を踏まえて検討したい

 差し迫っての必要性は感じておらず、導入を検討する余裕がない
 ここ10数年は一桁で収まる避難実績しかない
 組織的な検討をしていないため

未判断（情報不足）

慎重に判断したい（懸念あり）

条件が整えば導入したい（前向き）



【参考】市町村アンケート分析

実証実験の参加状況:実証参加だけでは、導入の可否は判断できない。
実験参加意向（参加済/予定/希望）は57％。導入判断は、慎重・未判断が64％。

7 2 10 4 9

未判断参加済

参加予定

参加希望

不参加

11 16 5

未判断慎重に検討条件が整えば導入したい

導入意向
（再掲）

実験参加
意向

情報収集

導入判断

（懸念があると導入できない）

９

✕
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【参考】市町村アンケート分析

導入について判断できない理由は「不確実性」。
導入しやすい成功条件づくりを進めていく必要がある。

32

17

12

18

18

23

2

コスト

職員不足

スキル不足

維持管理

住民への周知

個人情報の保護

その他

趣旨懸念点順位

導入・運用にお金がかかるコスト1位

漏洩リスクへの不安個人情報の保護2位

住民に使ってもらえるのか不安住民への周知3位

継続運用できる体制・人について不安維持管理3位

災害時の受付オペレーションなどが回るか心配職員不足5位

システムについて分かる人がいないスキル不足6位

「判断できる状態」を整え、共有するフェーズへ

運用に対する懸念点

1 需要の不確実性（使われないリスク）
住民が使ってくれるのか、周知・事前登録ができるのか不明確

2 供給の制約（体制・スキル不足）
運用体制、人員、スキルの確保・持続が見通せない
個人情報が守られるのか

３ 費用対効果の不確実性
費用に見合う効果・再現性が判断しにくい

導入を判断しにくい構造
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【参考】市町村アンケート分析

14

16

利用するアカウントの意向:市町村の意向は「半々」。選択の違いは、重視する価値の違い。

 広域で一元管理することが、全体的な負担が最小となると考えるため
 現状市町村公式アカウントがなく、導入に手間がかかる
 市のアカウントにシステムを導入する手順がどれくらいなのかわからないため。
 広域避難者が避難先の市町村毎に避難者情報の登録を行う必要が
ないのであればどちらでも構わない。

 広域的な統一システムとしての運用を望むため
 市町村をまたぐ避難者がいた場合の把握を容易にするため。
 公式アカウントを所有していない
 情報共有がスムーズにできると考えられるため

 市公式LINEの他の機能との連携などを図りたいため。
 公式アカウントが広く浸透しているため（登録者数人口比50％程度）
 市民の利用率が高く、既存の情報発信手段として活用可能のため
 市独自のアプリを検討中
 市町村公式アカウントがあるため
 既被災者台帳システムに連動するなら広域的なアカウントが良い
 登録者数/人口の比率が大きい方であればどちらでも

市町村個別アカウント（住民サービス重視）

広域一元化アカウント（負担最小化・効率重視）

目的:運用負担・コストの最小化、

複数自治体をまたぐ避難への支援

背景:アカウント未保有／人員不足等

重点:災害対応の効率化／スピード

目的:住民との接点の維持・活用

背景:既存アカウントが浸透している

重点:住民サービス全体での一体的運用



12

取得情報の避難所運営以外への利活用:避難者支援に関する活用ニーズがある

12

18

具体的な活用の内容
避難者支援・事務の効率化
 被災者台帳システムへのデータ移行
 災害救助法適用に係る申請事務
 県の防災システムとの連携

活用希望なし 活用希望あり

60％

40％

【参考】市町村アンケート分析



【参考】実証実験の内容と結果

実施結果実施体制内容実施市町時期

 参加者数 34人
 受付時間（受付＋名簿作成orシステムインポート）

事前登録 13秒/世帯
紙受付 4分48秒/世帯
混合受付 56秒

（事前登録８秒/紙受付２分18秒）

 受付体制 2人（市）
 市対策本部 １人（市）
 事務局 2人（市）、7人（県）、

4人（県委託先）

 デジタル受付（事前登録済）
 紙受付
 紙とデジタルの混合受付
 避難所外避難者把握

久慈市R6.9.18（火）

 参加者数 60人
 受付時間

事前登録 24秒/世帯
現地登録 ５分42秒/世帯
代理登録 ２分５秒

 受付体制 2人（市）
 運営本部 1人（市）※同本部は避難所内設置
 事務局 5人（県）、3人（県委託先）

 デジタル受付（現地登録）
 スマホ未所持者の各種受付手法の検証等
 個人情報の提供に係る本人同意の取得
 避難所外避難者の把握

遠野市R6.11.10（日）

 参加者数 99人
 受付時間

事前登録 12秒/人
代理登録 ３分32秒/人

 事前登録 ３人（市）×２か所
 代理登録 １人（市）×２か所
 全体進行 ２人（市）×２か所
 運営補助 １人（県）、１人（県委託先）

×２か所

 デジタル受付（事前登録）
 デジタル受付（代理登録）
 ２か所の避難所で同時集計
 事前シナリオなし（ブラインド型）

花巻市R7.6.29（日）

 参加者数 38人
 受付時間

現地登録 ５分８秒/人
代理登録 ３分36秒/人

 現地登録 ３人（市）
 代理登録 １人（市）
 運営補助 ２人（県）、５名（県立大生）

 デジタル受付（現地登録）
 デジタル受付（代理登録）

盛岡市R7.8.30(土)

 参加者数 25人
 受付時間

現地登録 13分（全体の受付が完了するまで）

 現地登録 ５人（市）
 運営補助 ２人（県）

 デジタル受付（現地登録）奥州市R7.8.31（日）

 参加者数
事前登録 ７名
現地登録 33名
代理登録 13名

 受付時間
事前登録 ６秒/人
現地登録 概ね５分程度
代理登録 概ね３～５分程度 ※正確な計測できず

 事前登録 １人（市）※タブレット１台
 現地登録 4人（市）
 代理登録 ２人（市）※タブレット２台
 運営補助 ２人（県）

 デジタル受付（事前登録）
 デジタル受付（現地登録）
 デジタル受付（代理登録）

大船渡市R7.10.5(日)
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実施結果実施体制内容実施市町時期

 参加者数
事前登録 59人
紙受付 40人

 受付時間
事前登録 10秒/人
紙受付 1分24秒/人

 避難所外避難者把握
参加者３名

 事前登録 １人（市）※タブレット１台
登録補助 ４人（市）

 紙受付 ２人（市）※途中から３名
 運営補助 ２人（県）

 デジタル受付（事前登録）
 紙受付
 避難所外避難者把握

二戸市R7.10.26（土）

【釜石市】
 現地登録 １人（市）
 代理登録 ２人（市）
 運営補助 ３人（県）、１名（県委託先）

【大槌町】
 現地登録 １人（町）
 代理登録 １人（町）
 住民誘導 １人（町）
 運営補助 ３人（県）、１名（県委託先）

【釜石市・大槌町】
 デジタル受付（現地登録）
 デジタル受付（代理登録）
 複数市町村で同時に受付・集計結果確認

釜石市
大槌町

R7.11.8（土）
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【参考】実証実験の内容と結果
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【参考】実証実験の内容と結果（花巻市・事後アンケート）
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【参考】実証実験の内容と結果（花巻市・事後アンケート）
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【参考】実証実験の内容と結果（奥州市・事後アンケート）



18

【参考】実証実験の内容と結果（大船渡市・事後アンケート）
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【参考】実証実験の内容と結果（大船渡市・事後アンケート）



【参考】令和７年度 防災ＤＸに係る本県の取組について（全体）

令和７年度の取組取組の方向性現状と課題

復興防災ＤＸ研究会において、次の
４項目を重点課題として研究を実施

１ 現状・課題の整理
市町村調査・ヒアリング等踏まえ、防災
分野の課題を以下のとおり整理

マンパワー不足、震災から13年以上
が経過し、災害経験のない職員の増加

紙ベース等が中心でアナログな仕組み
が多い

避難困難な高齢者の増加により、自助、
共助が弱体化

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震な
ど、大規模災害の災害リスクが顕在化

２ 先行事例の調査
（１） 避難所受付業務の効率化

避難所受付にマイナンバーカードや
ＱＲコードを活用した事例

（２） 住民の防災意識の向上
アプリ等を活用した防災訓練のデジ
タル化、Myタイムラインの作成

復興防災ＤＸ研究会の設置

デジタル技術を活用した
災害対応業務の

効率化・省力化・標準化

概 要
 防災分野では紙ベースで受付を行っている避難所対応業務など、アナログな仕組みが多く、災害発生時に膨大な事務が発生
 令和５年度に設置した「復興防災ＤＸ研究会」において、本県の災害対応の現状・課題を整理するとともに先行事例調査等を実施
 研究会での議論を通じて４つの重点課題を設定し、３つの重点課題に対応する事業を実施

紙ベースで受付を行っている避難所対応業務など、防
災分野ではアナログな仕組みが多く、災害発生時に膨
大な事務が発生

令和５年度から調査研究に着手

市町村職員を対象に、避難者把握システムの実証結果
やドローン導入マニュアル等を紹介するワークショップを開催
し、県内における社会実装を促進

ワークショップの開催

デジタル技術活用の
前提となる人材の育成

デジタル技術を活用した
県民の防災意識の向上

復興防災ＤＸ研究会

実証実験等の実施

避難所運営デジタル化実証事業【継続】
 「マイナンバーカード」や「コミュニケーションアプリ」を活用

した避難所受付
 在宅避難者・車避難者の所在地やニーズを把握
 リアルタイムで把握した避難者数等のデータに基づいた

物資供給支援

災害時ドローン導入の促進
 R7.3に公開したマニュアル（プロトタイプ版）を完成版

に更新
 ワークショップ等で活用

東北学院大学と連携し、県民に対する防災意識向上等
に係る効果的な取組について、調査研究を実施

東北学院大学と連携した取組の実施

地域
・

住民

人

組織

環境 現状の技術等に捉われない
将来的な災害対応業務の検討

※必要な取組は研究会等で継続議論
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【参考】研究の方向性

現 状
・

課 題

研究の

方向性

目指すところ
 防災情報のデータ化やデータ連携の促進により、災害対応のデジタル化を通じて迅速かつ効果的な災害対応業務を実現
 災害発生前後に県民が得られる情報の充実・利活用により、適切な避難行動の促進や被災者支援業務を実現

避難困難な高齢者等の増加、自主防災組織の活動が低調、避難意識の低下など、自助・共助が弱体化
地域

・
住民

平時から復旧・復興期のマンパワー不足や東日本大震災津波から14年が経過し災害経験のない職員の増加

紙ベースの対応が中心でアナログな仕組みが多いことや、災害対応業務の標準化が困難であり、ノウハウが不足

人

組織

頻発・激甚化する大雨災害や日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震など、大規模災害の災害リスクが顕在化環境

現状の技術等に捉われない
将来的な災害

対応業務の検討

デジタル技術を活用した
県民の

防災意識の向上

デジタル技術活用の
前提となる
人材の育成

デジタル技術を活用した
災害対応業務の

効率化・省力化・標準化

今年度の重点テーマ

３年間で研究すること（今年度が最終年度）

県内市町村のヒアリング等を通じた課題研究
防災ＤＸ官民共創協議会の取組を通じた研究

 災害対応業務に係る課題研究

市町村のニーズが高く、目指すところの実現に資する取組の
効果検証（例）避難所運営やドローン活用等

 実証実験等の実施による効果検証

課題研究や実証実験等を踏まえ、社会実装に向けた
スキーム等を研究

 社会実装に向けた検討

ゼロベース・未来志向による将来の災害対応業務の検討

 将来的な災害対応業務の検討

課題調査や実証実験等を踏まえ、今後求められる技術等につ
いての調査・研究を行い、防災ＤＸ官民共創協議会に提案

 今後求められる技術の提案

 研究会での議論を踏まえテーマを設定

⾧期的な視点で研究すること

第５回研究会資料
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